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１ 趣旨 

 本仕様書は、西尾市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例及び西尾市

総合福祉センターの管理及び運営に関する規則に定めるもののほか、指定管理者

が行う業務の詳細について定めるものである。 

 

２ 西尾市総合福祉センターの管理運営に関する基本的な考え方 

（１）基本方針 

西尾市総合福祉センター（以下「総合福祉センター」という。）は、西尾市総合

福祉センターの設置及び管理に関する条例第２条に基づき、市民の福祉の向上を目

的として設置された施設で、高齢者や障がい者、母子家庭等に対する各種福祉サー

ビスの提供拠点として重要な役割を果たしている。一方で、福祉目的での利用イメ

ージがあることなどから、施設の十分な有効活用が図られていない状況にあるため、

今年３月、１階ロビーに北欧系の家具や備品を配置し、世代や属性を超えた新たな

市民の居場所空間としてリニューアルしたところである。 

今後は、福祉サービスの提供拠点としての役割を担いながら、地域住民同士が交

流できる多様な場や居場所の提供、そして新たな支援活動の創出を図り、世代や属

性に関係なく誰もが利用できる地域共生社会にふさわしい施設として、従来の福祉

の枠組みにとらわれない利活用が望まれる。 

指定管理者は、この基本方針の趣旨に沿って、様々な創意工夫による運営を行う

ことで利便性の向上を図るとともに、多様な住民が集い、活動する場を創出するよ

う努めるものとする。 

また、施設の利用促進を図るため、積極的な広報活動を実施するとともに、地域

のニーズを生かした魅力ある施設としての管理運営を行うものとする。 

（２）管理運営の基準 

指定管理者は、次の管理の基準に沿って総合福祉センターの管理運営を行う

こと。 

ア 総合福祉センターの設置目的に基づき管理運営を行うこと。 

イ 地方自治法ほか行政関係法令、労働基準法ほか労働関係法令、各種条例及

び規則その他関係法令等を遵守すること。 

ウ 予算の執行にあたっては、事業計画書及び収支予算書に基づき適正に執行

すること。 

エ 効率的・弾力的な運営に努め、管理経費の縮減に努めること。 

オ 施設の安定的な管理運営を実施すること。 

カ 施設の適正な管理運営に努めること。 

キ 周辺住民及び関係団体、事業者と良好な関係を維持すること。 

ク 利用者の安全を第一とし、事件、事故、災害緊急時に適切に対応すること。 

ケ 利用者の平等な利用を確保すること。 
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コ 施設の利用促進を積極的に図ること。 

サ 市民サービスの向上に努めること。 

シ 環境に配慮した管理運営を実施すること。 

ス 施設の管理運営において知り得た秘密について漏えいしないこと。 

セ 個人情報の保護を徹底すること。 

ソ 施設の管理運営にあたり、西尾市（以下「市」という。）の指示、指導に

従うこと。 

タ 施設の管理運営にあたり、以前より総合福祉センターを利用している高齢

者団体、障がい者団体、ボランティア団体が利用しにくくなることがないよ

うに十分な配慮を行うこと。 

 

３ 施設の概要 

（１）名  称  西尾市総合福祉センター 

（２）所 在 地  西尾市花ノ木町２丁目１番地 

（３）施設規模  敷地面積 ７１９５．９０㎡ 

         建築年月 平成８年３月 

         構造及び延床面積 

         ①本   館  鉄骨鉄筋コンクリート造 

                 地上５階 地下１階 ６０２６．９０㎡ 

         ②立体駐車場  鉄骨造  

地上３階 地下１階 ３７０１．６０㎡ 

         ③自転車置場  鉄骨造 

                 地上１階 ４９．３０㎡ 

         ④ポ ー チ  鉄骨造 

                 地上１階 １０６．８８㎡ 

（４）施設内容  別紙１のとおり 

（５）利用状況  別紙２のとおり 

（６）改修状況  別紙３のとおり 

（７）供用開始年月日 平成８年３月３１日 

 

４ 開館時間及び休館日（西尾市総合福祉センターの管理及び運営に関する規則第２条及び第３条） 

               ※規則については改正手続き中 

（１）開館時間 

月曜日から土曜日までの午前９時から午後９時まで及び日曜日の午前９時か

ら午後５時までとする。ただし、浴場については、月曜日から金曜日までの午

前１０時から午後３時までとする。 
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（２）休館日 

ア 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

イ １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

 

５ 指定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間）とする。ただし、

指定期間は市議会の議決後に確定するものとする。 

 

６ 法令等の遵守 

  西尾市総合福祉センターの管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次に掲げ

る法令等を遵守し、適正な管理運営を行うものとする。 

（１）地方自治法、地方自治法施行令 

（２）労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 

（３）西尾市公の施設に係る指定管理者の指定管理手続等条例、西尾市公の施設に

係る指定管理者の指定管理手続等条例施行規則 
 

（４）西尾市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例、西尾市総合福祉セン

ターの管理及び運営に関する規則 
 

（５）西尾市個人情報の保護に関する法律施行条例、西尾市個人情報の保護に関す

る法律等施行規則 

（６）西尾市情報公開条例 

（７）西尾市行政手続条例 

（８）西尾市財産管理規則 

（９）西尾市暴力団排除条例 

（10）その他関係法令 

  本契約期間中に上記（１）～（10）に規定する法令等に改正があった場合は、

改正された内容を仕様とする。 

 

７ 業務内容 

（１）施設の利用の許可等に関する業務 

ア 施設の利用希望者に対する受付、許可業務に関すること。 

イ 各種申請書の受付に関すること。 

ウ 利用の制限及び利用許可の取消しに関すること。 

エ 施設利用の相談及び案内に関すること。 

オ 施設利用前後の点検と確認に関すること。 

カ 秩序の保持及び遵守事項に関すること。 

キ 使用料等の収受に関すること。 
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ク 利用希望者及び利用者からの問合せ、苦情、提言への対応に関すること。 

ケ 施設の利用受付・許可等におけるあいち共同利用型施設予約システム 

（https://www.e-shisetsu.e-aichi.jp/user/）の使用に関すること。 

（２）施設及び附属施設の維持管理に関する業務 

ア 別紙４「西尾市総合福祉センター管理業務水準書」に基づいて、施設を適

正に管理運営するとともに、施設・工作物・設備・備品等を利用者が安全か

つ快適に利用できるように維持管理を行うこと。 

イ 指定管理業務とは別に実施される維持管理業務である別紙５「市で実施す

る業務」の円滑な遂行を図るため協力及び調整を行うこと。 

ウ 別紙６「西尾市総合福祉センター管理業務負担区分表」に基づいて、施設

の開館維持に支障を生じるような高額な修繕は市が実施するものとし、管理

上の瑕疵によるもの等小規模な修繕（見積金額が１件につき概ね５０万円（消

費税及び地方消費税含む。）以下のもの。）は指定管理者が実施するものと

する。ただし、これを超える修繕であっても、緊急を要する等の理由により

指定管理者が修繕を行う場合は、市とあらかじめ協議するものとする。 

エ 施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪及び火災等災害の発生

を警戒・防止し、財産の保全を図るとともに利用者の安全を守るために、保

安管理を適切に行うこと。 

オ 指定管理者の業務上の瑕疵により生じる損害賠償に対応できるような賠償

資力を確保するため、適切な保険に加入すること。 

カ 高齢者、障がい者等、要配慮者の利用に配慮した施設環境の維持管理を行

うこと。 

（３）使用料等の収受に関する業務 

ア 使用料は、西尾市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例（以下「条

例」という。）第１５条の規定による金額とし、指定管理者が収受し、市の

指定する方法により市に納入するものとする。 

イ 条例第１５条第２項に規定する使用料の後納、同第１６条に規定する使用

料の減免及び同第１７条に規定する使用料の還付については、指定管理者が

申請書を受け付けたのち、市の決定に基づいて指定管理者が使用料の収受及

び還付を行うものとする。 

（４）管理運営の人員体制等に関する業務 

ア 施設の管理運営について、市担当部署との連絡調整を行い、指定管理業務

の監督一切を担う総括責任者（常勤職員）を１名配置すること。また、施設

の管理運営に必要な経験を有する館長を１名配置すること。なお、総括責任

者は館長及びエに規定する職員との兼務も可とする。 

イ 防火管理者の資格を有する職員を１名配置すること。 
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ウ 個人情報保護に係る管理者を配置すること（他の業務との兼務可）。 

エ 職員の雇用配置及び勤務形態は、施設の管理運営に関する業務に必要な人

員として、平日及び土曜日の午前８時３０分から午後９時５分までの間、及

び日曜日の午前８時３０分から午後５時５分までの間については、原則常時

２人以上配置すること。ただし、午前８時３０分から午前９時までの間、及

び午後５時から午後９時５分までの間については、施設の開館運営等に支障

がない場合に限り１名として差し支えない。 

オ 午後９時５分から午前８時３０分までの夜間対策（緊急時対策、防犯・防

災対策等）（日曜日は午後５時５分から午前８時３０分まで）について、マ

ニュアルを作成し職員の指導を行うこと。 

カ 職員の勤務形態は、労働基準法等を遵守し、業務の運営に支障がないよう

に定めることとし、十分に業務遂行が可能な職員体制とすること。 

また、機械警備の導入により職員配置の代替ができるものとする。 

キ 職員に対しては、公の施設の業務に従事する者であることを自覚させ、利

用者への対応、業務態度には十分注意を払うよう指導するとともに、施設の

運営管理に必要な研修を実施すること。 

（５）窓口、電話等の応対業務 

ア 言葉遣い、態度、身だしなみに注意し、誠実かつ公正な態度で接すること。 

イ 来館者に対する適切な案内、事業の紹介等を行うこと。 

ウ 必要に応じて、高齢者、障がい者等へ車いすを貸出しするなど、適切な対

応を行うこと。 

エ 施設及び催しものに関する問い合わせや要望、トラブル等は迅速かつ誠実

に対応すること。また重要なものについては、すみやかに市に報告するとと

もに、市と協議の上、対応すること。 

オ 負傷者・急病人への対応及び年少者・高齢者・障がい者等への配慮を行う

こと。 

カ 従業者がＡＥＤを適切に使用できるよう、従業者への研修を実施すること。

またＡＥＤの使用、救急車の手配を行った場合は、市へ報告すること。 

（６）広報に関する業務 

ホームページの開設やチラシの作成、ＳＮＳ等を活用し、事業やイベント等

の情報及び施設の利用促進のための情報発信に努めること。 

（７）総合福祉センターの活性化に資する業務 

ア 施設の特性を生かしつつ、利用者の利便性やメリットを高める取り組みを

実施すること。 

イ 各種福祉サービスの提供拠点としての役割を担うとともに、世代や属性を

超えて多様な住民に利用される場としての活用推進を図ること。 
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ウ １階ロビーを市民の居場所や学生の学習スペース等として快適な環境を維

持すること。また、貸室利用の申し込みがない場合に限り、勉強目的で施設

を利用する者に対して、貸室を開放することができるものとする。 

（８）利用者の利便性向上に関する業務 

ア 利用者が利用しやすい施設にすること。 

イ 快適な環境整備に努めること。 

ウ 以前から施設を利用している高齢者団体等の福祉団体が利用しにくくなる

ことがないよう、十分な配慮を行うこと。 

エ その他利用者の多様なニーズに対応するよう努めること。 

（９）災害等緊急時の計画、対応に関する業務 

ア 総合福祉センターは、西尾市地域防災計画において風水害（洪水、高潮、

土砂災害）の避難所に指定されており、災害発生時には市と協力して災害対

応を行うこと。 

イ 西尾市又は西尾市を含む地域に暴風警報が発令されたときなど自然災害が

予想される場合には、利用者の安全を第一に考え「西尾市災害時等における

公共施設の閉館に関する基準」に基づき対応すること。警報解除後は、施設

の状況を確認し、安全に使用できることが確認でき次第再開すること。 

ウ 上記のほか、利用者の安全を確保し、施設を適切に維持管理するため、自

然災害、人為災害、事故等のあらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態に対

応するためのマニュアルを作成し従業者に周知するとともに、必要な訓練を

実施すること。 

（10）事業計画及び事業報告に関する業務 

ア 事業計画書及び収支予算書を提出すること。 

イ 貸室の利用実績を調査・把握し、事業報告書を提出すること。 

ウ 事業報告書は、月次事業報告書、四半期事業報告書、年間事業報告書とし、

それぞれ次の期限までに提出すること。 

  月次事業報告  毎月終了後翌月１０日 

  四半期事業報告 四半期終了後３０日以内 

  年間事業報告  年度終了後３０日以内 

（11）利用者モニタリング及び自己評価に関する業務 

ア 指定管理者は、業務の質とサービスの向上を図ることを目的に、利用者等

から施設運営に関する意見を聴取し、定期的な自己評価を実施し、評価をそ

の後の施設運営に反映させること。 

イ 利用者モニタリング及び自己評価並びに利用実績に基づき、本仕様書７業

務内容（７）に定める総合福祉センターの活性化に資する業務を踏まえて事

業計画を作成すること。 
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（12）市及び市の関係機関の実施事業に対する協力業務 

ア 市及び市の関係機関との連絡調整に協力すること。 

イ 総合福祉センター運営委員会の開催にあたり、市と協力して報告資料等を

作成すること。 

ウ 施設に事務所を置く西尾市社会福祉協議会、西尾市シルバー人材センター、

西尾市療育センター等と良好な関係を維持し、必要な場合は協力して施設の

維持管理を行うこと。 

エ 市が実施する事業及び市が委託して行う事業（老人福祉センター、障がい

者福祉センター、母子福祉センター、社会福祉センター等）に協力すること。 

（13）その他市長が必要と認める業務 

 

８ 指定管理者が提案し実施する事業（自主事業） 

（１）指定管理者は、総合福祉センターの設置目的に沿って、施設の利便性向上及

び活性化を図るため、自らの費用負担と責任において自主事業を企画し、実施

することができる。 

（２）自主事業は、公序良俗に反しないものであり、世代や属性を超えた地域住民

の多様な交流の場という施設の設置目的に合致し、かつ、特定の者に不当に利

益を与えることなく公平性が確保されたものでなければならない。 

（３）指定管理者は、自主事業を実施しようとするときは、あらかじめ事業内容、

実施期間、使用する施設及び収支予算等を記載した事業計画書を市に提出し、

市の承認を受けなければならない。内容を変更しようとする場合も同様とする。 

（４）指定管理者が自主事業のために施設を使用する場合の利用許可については、

前項の規定による市の承認をもってこれに代えるものとする。 

（５）指定管理者は、自主事業の実施にあたり一般の利用者の利用を不当に妨げな

いよう配慮しなければならない。自主事業に係る施設使用の予約時期は、原則

として一般の利用申請開始日から３日を経過した日以降とする。ただし、告知

等の理由により事前の施設確保が必要と市が認めた事業については、この限り

ではない。 

（６）指定管理者は、自主事業の実施にあたって、条例に定める使用料を全額市に

納入しなければならない。なお、自主事業の実施により徴収した参加料等の収

入は、指定管理者の収入とする。 

（７）指定管理者は、指定管理業務に係る経理と自主事業に係る経理を明確に区分

し、自主事業の実施に指定管理料を充当してはならない。また指定管理者は、

毎年度終了後、速やかに自主事業の実績及び収支決算を市に報告しなければな
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らない。 

（８）自主事業の実施に伴う事故、トラブル及び第三者に対する損害賠償等の一切

の責任は、指定管理者が負うものとする。ただし、市の責めに帰すべき事由に

よる場合は、この限りではない。 

 

９ 指定管理料 

（１）指定管理者には、総合福祉センターの指定管理経費として指定管理者から提

案された金額をもとに、市と指定管理者と協議の上、予算の範囲内で指定管理

料を支払う。 

（２）市は指定管理者に対し、会計年度ごとに指定管理者の請求に基づき、分割し

て支払うものとする。なお、支払時期及び金額等については、年度協定で定め

るものとする。 

（３）年度の収支において指定管理料に余剰が生じた場合、当該余剰が仕様書に定

める要求水準を満たした上で生じたものであるときは、原則として指定管理者

の利潤とみなし、市は精算を求めないものとする。ただし、次の各号に掲げる

経費（以下「精算等対象経費」という。）の執行において残額が生じた場合は、

市は精算を行い、返還を求めるものとする。なお、精算等対象経費の執行にお

いて、急激な物価高騰等指定管理者の責に帰さない事由により、指定管理者の

健全な施設運営に重大な支障をきたす不足額が生じた場合は、市と協議の上、

市が必要と認めた額について、予算の範囲内において市が別途負担するものと

する。 

  ア あらかじめ精算等対象経費と定めた水道光熱費及び修繕費 

  イ 仕様書に定める業務の一部が未実施であった場合における当該未実施分の

経費 

（４）２年目以降の指定管理料については、前年度の実績を勘案し、予算の範囲内

で、市と指定管理者の協議により決定するものとする。 

 

10 経費等 

（１）総合福祉センターの管理運営に係る会計処理は、指定管理者の他の事業と区

分し、会計帳簿書類等を独立して設け、収支に関する帳票、その他事業に係る

記録を整備するとともに、常に経理状況を明らかにしておくようにするものと

する。 

（２）総合福祉センターの管理運営に係る口座は、収入及び支出を明確にするため、

専用の管理口座を設けるなどの措置を講じるものとする。 
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11 指定管理者が賠償責任を負う範囲 

指定管理者は、総合福祉センター管理業務の履行にあたり、指定管理者の責め

に帰すべき事由により市又は第三者に損害を与えた場合は、その損害を賠償しな

ければならない。 

 

12 リスク分担 

  リスクの分担については、別紙７のとおりとする。 

 

13 物品の帰属等 

（１）指定管理者に貸し付ける物品については、市の所有とし、市が無償で貸し付

けるものとする。 

（２）市が指定管理者に対して指定管理料により物品を購入させたときは、市の所

有とする。 

（３）指定管理者は、市が所有する物品についての使用及び管理は、西尾市財産管

理規則の規定に基づき適正に行うこと。 

 

14 立入検査 

  市は必要に応じ、施設、物品、各種帳簿等及び管理運営の実施について検査を

行う。指定管理者は、合理的な理由なくこれを拒否することはできない。 

 

15 業務を実施するに当たっての注意事項 

（１）公の施設であることを常に念頭に置いて、公平な運営を行うこと。 

（２）指定管理者は、施設管理の業務に関して知り得た秘密を漏らし又は自己の利

益のために使用してはならない。指定管理期間終了後においても同様とする。 

（３）西尾市情報公開条例に基づく情報公開に対応すること。 

（４）指定管理者は、業務の全部または主たる部分を一括して第三者に委託し、又

は請け負わせることはできないものとする。なお保守管理等における清掃・植

栽など業務の一部について、あらかじめ市の承認を受けて第三者へ委託するこ

とは差し支えないが、適正な事業者と契約するとともに、指定管理者自身の責

任において業務を履行しなければならない。 

（５）施設の管理運営に係る各種規程・要綱等を作成する場合は、市と協議を行う

こと。 

（６）市は必要に応じて、指定管理者に施設利用者から意見や満足度等を聴取する

などモニタリングを実施させることができ、業務の改善勧告を行うものとする。 
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（７）市と指定管理者との管理業務の負担区分については、別紙６「西尾市総合福

祉センター管理業務負担区分表」による。 

（８）指定管理者は指定管理期間終了時又は指定の取消しを受けたとき等は、次期

指定管理者が円滑かつ支障なく西尾市総合福祉センターの管理運営業務を遂行

できるよう業務の引継ぎを行うものとする。なお、業務の引継ぎに際しては円

滑な引継ぎに協力するとともに、施設、設備及び市の所有に係る物品及びデー

タ等を遅滞なく提供するものとする。 

（９）その他、仕様書に記載のない事項については、市と協議を行うこと。 


